第１号様式（第６条関係）

番　　　　　号　
年　　月　　日　

　福島県知事　　様

　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　

福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金交付申請書
　福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金交付要綱第６条第１項の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請します。
記
１　補助事業の名称


２　補助事業の目的及び内容
    別紙１　事業実施計画書のとおり

３　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　（うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　　　円）

４　補助事業に要する経費
    別紙２　収支予算書のとおり

５　補助事業の開始及び完了予定年月日
　　令和　　年　　月　　日　～　　　令和　　年　　月　　日

６　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
　　　
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
　　　
（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
　　　

７　その他参考資料



第１号様式　別紙１（第６条関係）

事業実施計画書

※必要に応じて図や写真を用いても可
	申請者（団体）名
	

	事業名
	

	実施予定年月日
	交付決定日　～　令和　　年　　月　　日

	事業目的、概要
	（※どのような目的を達成するため、F-REIとどのように連携して事業を実施するのか記載すること。）
【目的】


【概要】



	事業内容（詳細）
	（※事業の全体の内容が分かるよう記載すること。以下の項目以外も必要に応じて項目を追加しながら作成すること。）
【実施時期】


【実施場所】


【対象者】


【F-REIと連携する内容の詳細】
（※該当するものにチェックし、連携内容の詳細を記載すること。
※エフとも（https://www.f-rei.go.jp/f_tomo/）と連携可能性がある場合
はどのような連携が考えられるか併せて記載すること。）
　☐　F-REIが取り組む研究開発成果の産業化を見据えた取組。
　☐　次世代を担う若者や企業人材を対象に、F-REIの専門性をいかした教育機会やキャリア形成の場を提供する取組。
　☐　県内外の住民や産業関係者を対象に、F-REIの認知度向上を図る取組。
　☐　F-REI周辺の浜通り地域等における生活環境やコミュニティ形成をソフト面から充実させる取組。






	連携先市町村
	（※連携先の県内市町村の情報や連携内容について記載すること。）
【市町村名】


【担当部署、担当者職氏名】


【担当者連絡先（TEL、Email）】


【連携内容の詳細】




	実施工程（スケジュール）
	（※準備期間、実施（開催）時期、完了時期などが分かるように記載すること）










	事業の効果
	（※事業を行うことで地域側、F-REI側それぞれにどのような効果が期待できるか記載すること。）
【地域側への効果】



【F-REI側への効果】




	目標達成度
	（※目標達成を把握するための指標や数値（KPI）について記載すること。KPIの根拠も明示すること）






第１号様式　別紙２（第６条関係）

収支予算書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	予算額
	調達先等

	自己資金
	円
	

	借 入 金
	円
	

	そ の 他
	円
	

	県補助金
	円
	

	合　　計
	円
	














２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費目
	総事業費
	補助対象経費
	補助金の額

	
	円
	円
	円

	
	円
	円
	円

	
	円
	円
	円

	
	円
	円
	円

	
	円
	円
	円

	
	円
	円
	円

	
	円
	円
	円

	
	円
	円
	円

	
	円
	円
	円

	
	円
	円
	円

	合　計
	円
	円
	円






















※交付要綱別表に基づき、費目ごとに記載すること。
※事業費の積算内訳表（任意様式）を添付すること（交付要綱別表の費目毎の積算が分かるもの）。
※積算根拠となる見積書等を添付すること（交付要綱別表の費目毎の積算が分かるもの）、写真等を添付すること。




第２号様式（第７条関係）

福島県指令　　第　　号

住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　

　令和　　年　　月　　日付け　　第    号で交付申請のあった福島国際研究教育機構地域連携加速化事業については、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和４５年福島県規則第１０７号）（以下「規則」と言う。）第６条第１項及び福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金交付要綱（以下「交付要綱」と言う。）第７条の規定により、金　　　円を交付します。
　ただし、交付にあたっては、交付要綱第７条第２項の規定に基づき下記の条件を付します。

令和○○年○月○日

福島県知事　○○　○○　　　　　　　　

記
１　補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、令和　年　月　日付け第　号交付申請書のとおりである。
２  補助金の額は、次のとおりである。ただし、事業の内容が変更された場合において、補助金の額が変更されるときは、別に通知するところによる。
補助事業に要する経費　　金　　　　　　　円
補助金の額　　　　 　　 金　　　　　　　円
３　補助対象経費の区分ごとの配分及びこれに対応する補助金の額は、令和　年　月　日付け第　号交付申請書記載のとおりである。
４　補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、福島特定原子力施設地域振興交付金交付規則（平成２７年経済産業省告示第５９号）、規則、交付要綱の定めるところに従うこと。
５　この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は交付決定の通知の日から１０日以内とする。
６　補助事業における仕入れに係る消費税等については、交付要綱第６条第４項ただし書の定めるところにより算定されている場合は、補助金の額の確定又は消費税等の申告後において精算減額又は返還を行うこととする。


第３号様式（第７条関係）

福島県指令　　第　　号

住所　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　

　令和　年　　月　　日付け第   号で変更交付申請のあった福島国際研究教育機構地域連携加速化事業については、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和４５年福島県規則第１０７号）（以下「規則」という。）第５条第１項及び福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第７条の規定により、令和　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定した内容を下記のとおり変更することを決定したので通知します。

令和○○年○月○日

福島県知事　○○　○○　　　　　　　　

記
１　補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、令和　年　月　日付け第　号変更交付申請書のとおりである。
２  変更後の補助金の額は、次のとおりである。
変更前補助事業に要する経費　金　　　　　　円　　変更前補助金の額　金　　　　　　　円
変更後補助事業に要する経費　金　　　　　　円　　変更後補助金の額　金　　　　　　　円
増　　　　　減　　　　　額　金　　　　　　円　　増　　 減 　　額　金　　　　　　　円
３　補助対象経費の区分ごとの配分及びこれに対応する変更後の補助金の額は、令和　年　月　日付け第　号変更交付申請書記載のとおりである。
４　補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、福島特定原子力施設地域振興交付金交付規則（平成２７年経済産業省告示第５９号）、規則、交付要綱の定めるところに従うこと。
５　この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は交付決定の通知の日から１０日以内とする。
６　補助事業における仕入れに係る消費税等については、交付要綱第６条第４項ただし書の定めるところにより算定されている場合は、補助金の額の確定又は消費税等の申告後において精算減額又は返還を行うこととする。


第４号様式（第９条関係）

番　　　　　号　
年　　月　　日　

　福島県知事　　様


　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　

福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金変更（中止・廃止）承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた福島国際研究教育機構地域連携加速化事業の計画を下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金交付要綱第９条の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１　補助事業の名称          


２　変更（中止・廃止）の内容               



３　変更（中止・廃止）を必要とする理由     



４　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
　　　
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
　　　
（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）


注１　事業の内容を変更する場合にあっては、第１号様式別紙１に変更後の内容を記入して添付すること。
２　経費の配分を変更する場合にあっては、第１号様式別紙２に変更前の金額を上段に（　）書きし、変更後の金額を下段に記入して添付すること。







第５号様式（第１１条関係）

番　　　　　号　
年　　月　　日　

　福島県知事　　様

　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　

福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金概算払請求書
令和　年　　月　　日付け福島県指令　　第　　　号で交付決定のあった福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金について、下記のとおり概算払により交付してくださるよう請求します。
記
１　事業名

２　請求金額　　　　　　　　　　　　　円

３　概算払を請求する理由



第６号様式（第１２条関係）

番　　　　　号　
年　　月　　日　
　福島県知事　　様

　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　

福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金完了実績報告書
　令和　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金を完了（中止・廃止）しましたので、福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金交付要綱第１２条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。
記
１　補助事業の名称


２　補助金の交付決定額及び交付決定年月日
　　金　　　　　　　　　　　円（　　年　　月　　日　番号）
　　（うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　円 ）

３　補助事業の実施状況
  　別紙１　事業実施結果書のとおり

４　補助金の経費収支実績
　　別紙２　収支決算書　のとおり

５　補助事業の実施期間
　　令和　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

６　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
　　　
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
　　　
（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
　　　



第６号様式　別紙１（第１２条関係）

事業実施結果書

	実施者（団体）名
	

	事業名
	

	事業内容
	（※F-REIとどのように連携してどのような事業を実施したのか記載すること。時期、数量（人数、回数など）も具体的に記載すること。市町村と連携した内容についても記載すること。）






	事業の成果
	（※事業実施したことで得られた成果や、地域側、F-REI側にそれぞれどのような効果をもたらしたか記載すること。改善点があれば併せて記載すること。）
【地域側への効果】



【F-REI側への効果】





	目標達成度に係る評価
	（※目標達成を把握する指標や数値（KPI）の実績を記載し、目標達成/未達成の評価すべき点、課題となった点を分析すること。）
【目標値】


【実績値】


【自己評価】
☐　達成　　　☐　概ね達成　　☐　未達成
【要因分析】






	今後の事業の見通し
	（※次年度以降の事業の見込みを記載すること。継続意向がある場合は想定する内容（当年度を踏まえた工夫）や資金調達の見込みについても記載すること。）



	写真
	（※３枚以上の写真データ（jpg、pngなど）を添付し、それぞれキャプションを付けること。）







第６号様式　別紙２（第１２条関係）

収支決算書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	決算額
	調達先等

	自己資金
	円
	

	借 入 金
	円
	

	そ の 他
	円
	

	県補助金
	円
	

	合　　計
	円
	



２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費目
	総事業費（税込）
	補助対象経費
	補助金の額

	
	円
	円
	円

	
	円
	円
	円

	
	円
	円
	円

	
	円
	円
	円

	合　計
	円
	円
	円


※交付要綱別表に基づき、費目ごとに記載すること。
※事業費の積算内訳表（任意様式）を添付すること。
※経費の使途及び目的が明確に把握できる証拠書類（領収書又は支払を証する書類の写し等）、
写真等を添付すること。




第７号様式（第１２条関係）

                                                     　　　　　第　　　　　　号


福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金交付額確定通知書


                                             補助事業者　　　　　　　　　


　令和　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定した福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金については、令和　　年　　月　　日　　　　付け　　　　第         号の完了実績報告書に基づき、下記のとおり交付額を確定したので、福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金交付要綱第１２条第２項の規定により通知する。

　　令和　　年　　月　　日

福 島 県 知 事　　　　　　　　　


記

確　　定　　額　　　金　　　　　　　　　　　　円

          


（※超過交付額が生じた場合）
　なお、超過交付となった金　　　　円については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第１８条第２項の規定により令和　　年　　月　　日までに返還することを命ずる。



（本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等）
　担当者の所属部署・職名・氏名
　連絡先（電話番号・Eメールアドレス）




第８号様式（第１３条関係）
	
番　　　　　号　
年　　月　　日　
　福島県知事　　様

　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　

福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金交付請求書
　令和　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付額確定（交付決定）の通知を受けた福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金について、下記のとおり金　　　　　　　　円を交付してくださるよう請求します。
記
１　請求額の内容
	事項
	金額

	交付決定額（Ａ）
	円

	受領済み額（Ｂ）
	円

	今回請求額（Ｃ）
	円

	残額（Ａ）－（Ｂ）－（Ｃ）
	円



２　振込先の金融機関、その支店名、預金の種別、口座番号及び名義


３　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
　　　
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
　　　
（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）



第９号様式（第７条関係）

番　　　　　号
年　　月　　日

　福島県知事　　様

　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　

福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金
消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
　令和　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金について、福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金交付要綱第７条第４項の規定に基づき下記のとおり報告します。
記
１　消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の内容
	補助金の額の確定額
	円

	 補助金の確定時に減額した
 仕入れに係る消費税相当額（Ａ）
	円

	 消費税の申告により確定した
 仕入れに係る消費税相当額（Ｂ）
	円

	 補助金返還相当額（Ｂ）－（Ａ）
	円



２　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
　　　
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
　　　
（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
　　　

注　別紙として積算の内容を添付すること。


第１０号様式(第１４条関係）
取得財産管理台帳
	財産名
	仕様
	数量
	単価
(円)
	取得金額
(円)
	
	取得
年月日
	処分制限期間
	施設箇所
又は
設置場所
又は
保管場所
	備　考

	
	
	
	
	
	うち補助
相当額
(円)
	補助率
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	耐用
年数
	処分制限
年月日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１　財産名については、取得した財産の名称を記載してください。
２　仕様については、規格や機種、規模（大きさ、長さ）など特徴を記載してください。
３　数量については、同一規格であれば一括して記載して差し支えありませんが、単価が異なる場合には区別して記載してください。
４　うち補助相当額については、取得金額に事業終了時に確定した補助率（補助対象経費に占める補助金の割合）を乗じた金額を記載してください。
５　取得年月日については、工事等の完了確認をした年月日もしくは納入年月日を記載してください。
６　耐用年数については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数を記載してください。
７　処分制限年月日については、要綱第１４条第１項に定める期間を記載してください。
８　当該財産の処分等にあたって補助金の返還を必要とする場合は、残存価格をもとに返還額を算定することとする。


第１１号様式（第１４条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　福島県知事　　様

　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　

取得財産処分承認申請書
　福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金により取得した財産を下記により処分したいので、福島県補助金等の交付等に関する規則第１８条第１項及び福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金交付要綱第１４条第５項の規定により、承認くださるよう申請します。
記
１　財産名

２　取得金額　　　　　　　　　　　　　　　　　円（　　　　　　　　　円）

３　取得年月日　　　　　　　　　年　　月　　日

４　処分の方法

５　処分の理由

６　処分予定価格（有償による処分の場合のみ）　　　　　　　　　　　円

７　処分予定時期　　　　　　　　年　　　月  　日

８　残存価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

９　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
　　　
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
　　　
（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）

注　取得財産管理台帳、位置図、現況写真のほか、別に指示する資料を添付のこと。



第１２号様式（第１５条関係）

番　　　　　号　
年　　月　　日　
　福島県知事　　様

　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　

福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金定期報告書
福島国際研究教育機構地域連携加速化事業補助金交付要綱第１５条第２項の規定により、下記のとおり定期報告します。
記
１　実施事業概要
（１）実施年度　令和　　年度
　　　
（２）事業名

２　補助終了年度以降の状況
　　　☐　拡充・新規事業化　　☐　継続　　☐　縮小　　☐　廃止

（上記の内容及び理由）


３　取得した財産の管理状況
（※50万円以上の機械、器具、その他の備品を購入した場合は記載し、財産管理台帳を添付してください。）


４　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
　　　
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
　　　
（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）
　　　

